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1 はじめに
産業教育の「振興」ということが，最近とみに唱導せられ，活澄に論議さ
れるようになってきたが，このことほ，産業教育が，いままで，きわめて
「不振」であったことを意味すると同時に，現今の教育的課題の解決のため
に，産業教育が果たさなければならない役割の重要性が，次第に，関係各方
面で認識されだしてきたことによるものであろうと思われる。しかしながら，
産業教育が，関係各方面で次第に注目されだしてきたということほ，それが
人間教育の重要な領域として正しく位置づけられ，実践されているというこ
ととは，必ずしも一致しないものである。例えば，古くは，明治32年2月の
「実業学校令」という我が国産業教育史上，劃期的な発展をみせた時期にお
いてすらも，「我国の少年は，多く袴羽織の官吏を望み，実地の職業を手に取
(1) 
る如き事は嫌悪するの習慣」があり，従って，普通教育の機関としての「大
・中学校熱にのみ傾ける」傾向が一般的にみられたのであるが，このことは，
(1) 「実業教育五十年史」， 369頁，……菊地文相の全国工業学校長会議での演説
（明治34年6月）
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複線型学校体系のもとにおける産業教育系列の傍系性よりすれば，むしな
当然のことであったろうし，また，第二次世界大戦後，アメリカのスミス＝
ヒューズ法にならって制定されたという「産業教育振興法」においても，産
業教育は，伝統的な自由教育の系譜としての普通教育に対して，常に副次的，
第二義的な教育としてしか理解されていなかったのである。昭和30年以降の
日本における技術革新の著しい進展にともない，あらためて，産業教育の重
要性がさけばれだしている今日においても，依然として，このような風潮は，
あらためられているとはいい難い。それは，昭和38年の経済審議会の「人的
(2) 
能力政策に関する答申」ならびに「教育訓練小委員会」のなかで提起されて
いる「後期中等教育」なる新しい概念をみればあきらかであるが，「今日，高
等学校教育ほ，国民の常識となりつつあるが，中等教育を学校教育に限定す
ることは適当ではない。高等学校のほか，職業訓練，各種学校，通信教育な
どの組織的教育・訓練も，その期間の長短を問わず，本来，中等教育の一環
とみなすべきである」とする後期中等教育の多様化における産業教育系列の
位置づけをみれば明らかである。まさしく，「経済の二重構造」に照応する
「教育の権利，機会についての二重構造」の底辺部に産業教育が追いやられ
ているといっても決して過言ではないのである。
本稿は，従って，産業教育を教育構造全体のなかに正しく位置づけ，その
ことによって，産業教育の現代的意義を明らかにしようとしたものである。
2 産業教育の概念規定
産業教育の概念規定ほ，今日，必ずしも明確ではなく，ひとぴとによって
異なった使い方がみられるものである。実業教育，職業教育，職業訓練，生
産教育，技術教育などと多様な表現であらわされているが，これらの概念な
らぴに相互の関連が，きわめて曖昧なままに広く使用されているのが現状で
ある。
しかし，共通して云えることほ，産業教育を大きく二つに大別して，第一
に，「産業教育」 (industrialeducation)に関する理論と実際，即ち，「農，エ，
(2) 昭和38年1月14日
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(3) 
商などの生産的な職業につこうとする青少年に対して課せられる教育」の総
称として使用されているものであるが，これが最も一般的につかわれている
概念である。昭和26年 6月に出されたさきの産業教育振興法では，「農業，エ
業，商業，水産業その他の産業に従事するために必要な知識，技能及び態度
(4) 
を習得させる目的をもって行なう教育」と規定している。従って，産業教育
の対象は，単に，中学校，高等学校，大学の生徒，学生のみならず，産業界
における教育・訓練も，すべて，その対象に含めて考えられる必要がある。
第二は，産業における教育，産業のなかの教育 (education in industry, 
education within industry)であって，工業化された社会乃至組織のなかの
教育や人づくりを指している。日本の場合をみても，最近の工業化は著しく，
ために，産業界がこぞって教育に力を入れはじめているが，このことは，教
育が労働力の陶冶にかかわる以上，当然のことであり，しかも，国内，国際
間の競争の激烈さが，さらに，これらの振興に拍車をかけていることは周知
の事実である。
ところが，この産業のなかの教育は，当然，産業という組織にとらわれるが
故に，組織の性格が反映し，単に知的，技術的な教育訓練 (jobtraining)ば
かりではなくて，態度ないし精神教育 (attitudetraining)が重要視されてく
るのである。従って， 日本独特の企業の人づくりが，企業へのロイアリティ
を高めるために行なわれるがために，この人づくりが労働力の管理にも結び
つくものである。
この「産業における教育」のなかで最も典型的なものが企業内教育である
が，およそ，企業にとって，有効な「人材の活用」ほど企業の成長を左右す
る要素はないと見倣されているものである。しかも，その前提としての「人.... 
材の養成と開発」にまで各企業が，こぞって力を入れはじめているというこ
とは，これが公的な学校教育が，企業の直接的要請に即自的にこたえられな
いという公教育と私教育の相互関係ならびに学校と企業との産業教育におけ
るつながりの問題として一般的にとらえられているが，しかし，その「主要
(3) 細谷俊夫，「産業教育」，教育社会学辞典， 415頁（日本教育社会学会編）
(4) 産業教育振興法（昭26・6・11)，法律第 228号，第一章総則，第2条定義。
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なねらい」は，労働力の確保，従って，その移動の防止策を軸とする企業帰
属意識の形成におかれていることは云うまでもない。従って，最近では，産
学連繋の域をこえて，企業自らが人材の養成，開発，活用についての総合的
な計画化を意図しているものである。
なかんずく「社立学校」は，マッハループ，シュルツ，クームスなどによ
(5) 
って提唱されている「知識産業論」の， 日本における具体化の典型的なもの
であり「消耗することなき知識の生産」が，まさしく，経済発展のかなめで
あり，しかも，それへの投資が，さきの「主要なねらい」に照らして，充分，
能率と費用の論理にかなうわけである。
参考までに，主なる社立学校をあげれぼ，次の如くである。
(1) 松下電器（ナショナル）工学院，（松下電器KK)
(2) 大阪繊維工業高校，（日本紡績協会）
(3) 南海高等学校，（南海電鉄）
(4) 住友工業高校，（住友製鋼所）
(5) ソニー厚木学園高校，（ソニー）
(6) 備南高校，（三井造船）
(7) 神岡鉱業高校，（三井金属）
(8) 不二越工業高校，（不二越鋼材）
(9) 鐘紡長浜高校，（鐘紡長浜工場）
uo) 近江兄弟社高校，（近江兄弟社）
Ul) 日東高校，（日東化学工業）
U2) 印刷工芸高校，（共同印刷）
U3) 北越製紙高校，（北越製紙）
閥松尾鉱山高校，（松尾鉱業）
U5) 三和高校，（日本曹達）
U6) 近江高等学校，（近江絹糸紡績）
仰） スクンダード高校，（スクンダード靴）
(5) F. Machlup, The production and distribution of knowledge in the Uni-
ted States, 1962. 
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08) 湯浅学園高校，（湯浅電池）
U9) 石川島工業高校，（石川島播磨重工）
(20) 勝山精華高校，（精華紡績）
(21) 麻布塾工業高校，（麻生産業）
(2) 清明高校，（大日本紡績）
(23) 鴨島学園，（筒井製糸）
(24) 長崎造船高校，（長崎造船）
(25) 静清工業高校，（相川鉄工所）
(26) 大同工業高校，（大同工業）
今後，このような高等学校方式をとる社立学校が増えてくるであろうこと
が予想される。
では，さきの第一の概念規定を，（即ち，産業教育）もう少し立ち入って考
察するならば，産業教育なるものほ，戦前では，「実業教育」なる概念でよば
れていた。例えば，明治32年には「実業学校令」が出され，また，大正 6年
の臨時教育会議（寺内正毅首相）にも，実業教育（或いは実科教育）として
使われている。 「国民教育ノ要ハ，徳性ヲ涵養シ，知識ヲ啓発シ，身体ヲ強
健ニッ，以テ護国ノ精神二富メル忠良ナル臣民ヲ育成スルニアリ。実稟薮肴................... 
ハ，国家致富ノ淵源ニシテ，国民教育卜並ビ奨メ，空理ヲサケ，実用ヲ尚ヒ:'●................... (6). 
帝国将来ノ実学，経営二資セシメザルベカラズ」（点線筆者）とあるが，普
通教育を「国民教育」とし，これに対比する実業教育を，ともに国家的立場
よりとらえ，しかも，これを実用的，実学的教育たらしめようとしているこ
とがわかるものである。
第二次世界大戦後， 日本教育の近代化，民主化を基本方針として，新しく
6 • 3 • 3制が発足し，教育基本法に明記されている如く，「真理と正義を愛
し，個人の価値をたっとび，勤労と責任を重んじ，自主的精神に充ちた，心
身ともに健康な国民の育成」を目指して，旧来の実業教育に代るに，「職業教
育」なる概念が新しく使われるようになったのである。即ち，それまでの特
(6) 玉城肇，近代日本教育史， 16頁
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定の職業的知識や狭い技能領域に限られた，断片的な実科を与えて満足する
わけにはいかなくなったが故に，「近代的な職業人のための一般的資質を養成
. (7) 
すること」を目標として，新しく，職業教育なる概念が使われるようになっ
たのである。このことは当然，普通教育の前進と，職業教育における一般陶
冶の重要性を認識させたものである。しかも，職業教育に対しては，実践的
教科としての新しい性格と傾向を要求したがために，生産労働のもつ教育的
(8) 
意義と，科学的な生産人の育成を強調した「生産教育」なる概念も広く使用
されはじめたが，昭和30年以降の技術革新の進展に対応して，職業教育を工
的内容を中心とする技術的教科たらしめようとして，昭和37年度より，広く
「技術教育」なる概念が使われるようになり，今日に及んでいるものといえ
る。
この技術科は，普通教育の一環として，すべての生徒に等しく組織された
必須教科であって，その限りでは，「中等普通教育への技術的教科の導入」と
して，画期的な意味をもつものであるが，しかし，これと同時に，選択の
「職業コース」が設けられ，これが主として就職者に対する職業補導もかね
て行なわれるようになったのである。同じ本質と役割をもつ教科が，必須と
選択に分かれるということは，カリキュラム論の常識からほ，著しく，離れ
るものであるがために，中等教育への技術教育の普通教育としての前進を評
価しつつも，義務教育段階における差別的取り扱いが，問題を残したままに
なっているのが現状である。しかし，全国的には，高校進学者の非常な上昇
にともない，中卒就職者の激減によって，職業コースが置かれていないとこ
ろが極めて多くなっているわけである。
さらに，「職業訓練」なる概念ほ，労働行政の対象となっているものであっ
て，最近の経済発展にともなう企業の技術革新によって，現代的な知識，技
能を身につけた技能労働者の需用が高まるにつれて，ますます，その必要性
が高まってくるものであるが，職業訓練ほ，このような④技能労働者の養成
(7) 日本科学史学会編，「日本科学技術史大系」教育篇，第10巻， 290~295頁，アメ
リカ教育使節団報告（昭和21年3月30日）
(8) 例えば，宮原誠一，生産主義教育論，昭和24年7月。
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と＠その技能水準の向上◎職業の安定と技能労働者の社会的地位の向上をは
かることを目的とするものである。
これを，大きく公共職業訓練と企業内職業訓練（乃至は技能者養成）に，
分けることができるが，量的には圧倒的に後者の方が優勢であり，これが，
私企業別における若年技能労働力の確保と養成という特殊日本的な性格をあ
きらかに表わしているものである。労働省職業訓練局の「職業訓練関係基本
資料」(1969)によれば， 1968年度で，単独が事業所数 464,訓練生数24,000
名，共同が団体構成事業所数53,322,訓練生数が60,000名に及んでおり， 19
61年以降のそれらの推移をみれば，年々増加の傾向を示しているのである゜
ともあれ， 日本における職業訓練のしくみを，さらに詳しく，図式化すれば
次の如くである。
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以上，産業教育にかかわる類似概念を検討してきたのであるが，現在では，
職業教育なる概念が最も広く一般的につかわれている。ただ，昭和26年6月
の「産業教育振興法」以来，産業教育なる概念が新しくつかわれてきたが，
現在では，産業教育と職業教育とは，ほぽ同一の内容をなすものと解して決
して間違いではないのである。
しかし，「産業」と「職業」とは，明確に区別されるべき概念であって，そ
の区別の仕方に，二つの側面が考えうれる。
その第一ほ，産業が職業の一つの分野であるという関係であるが，近代社
会以降，現代においても，産業の外にまさに数多くの職業が存在しているの
である。第二は，産業という場合，客観的側面が意味され，職業という場合，
主観的乃至人間的側面が強調されているという関係であるが，産業は，農業，
工業商業などの如く，物資の獲得，生産，加工などの諸活動，組織，制度
そのものを意味するものであり，われわれは，これらを一応，それに従事す
る人間を考慮に入れずに，それ自体としてこれを問題とすることができる。
これに対して，職業という場合は：：：職：：：という文字に表現されている如<,
それに従事する人間が意味されるものである。即ち，分有 (Teilhaben)して
いる人間が表面にでてくるわけである。しかも，教育が，常に，人間そのも
のを問題にする限り，教育的には，産業教育というよりは，寧ろ職業教育と
(9) 
いった方が，より適切であるという見解もでてくるわけである。
従って，産業教育は，産業社会の活動過程を，その生産組織や機構などの
側面，即ち，客観的な側面から主としてみた場合に求められ，他方，職業教
育は，それを分有する個々の職業人を主眼とした場合に成立するものといえ
るのである。
ところが，産業教育にしろ職業教育にしても，およそ教育である限りにお
いては，人間のもつ潜在的な諸能力を，かたよらず，あらゆる方面に向って
開花発展させなければならない。
従って，産業教育は，それ自体，人間の諸能力を全面的に開花発展させる
という教育活動全体の中で，知的教育や美的教育，体育などとともに，まさ
(9) 安藤亮雄，「職業教育および職業指導」 p.15. 
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に固有の領域をなすものである。産業教育の必要性は，ただ単に，高度産業
社会であるからとか，技術革新の進展が著しいときであるからという側面か
らだけではなくて，このような全面発達の立場からとらえ直す必要があると
思う。
即ち，機械工業や電気工業などの如き，現代の主要生産部門ほ，人間の営
む社会生活を基本的に支え，これによって社会生活の仕方が大きく変ってく
るが故に，生産の中の主要なものを知らせ，現在，広く一般につかわれてい
る道具や機械，装置，材料などの技術的性格を理解し，それらの取り扱い方
と労働手段によってものをつくることに習熱させることほ，如何なる人間に
とっても大切なことと云わねばならない。また，手作業や機械で仕事をする
とき，如何なる順序で仕事をし，如何にして，ものができあがるか，その仕
事のすじ道を理解させ，さらに，ものがつくられ，企業が成り立ち，社会が
成り立つという生きた仕組みを理解することは，あらゆるすべての人間にと
って必要不可欠の事柄といわねばならない。
このような産業に関する基礎的な知識，技術の教育によって，特に子ども
たちの能力を伸ばし，将来，いかなる職業につく場合でも，つまり，「進路，
特性にかかわりなく」，役に立ち，選んだ仕事に，できるだけ早く習熟するこ
とができるよう，その基礎を，しっかりと身につけさせる必要があるのであ
る。
特に，現代の如き高度産業化社会，技術革新の時期においては，尚さら産
業教育の重要性は増大してくるものであるが，即ち，最近の如く，科学の発
達が著しく，絶えず新しい技術が生み出されているとき，このような社会に
入ってゆく子どもたちほ，これまでと違った新しい知識，技術を必要とする。
科学や技術が発達するにつれて，
(1)生産のしくみが大きく変化し，その変化が著しければ著しい程，子ども
たちに新しい技術の土台となっている基礎的な知識が必要となる。
(2)第二に，新しい技術が生み出されると，労働の質的変化をもたらし，変
化した労働にできるだけ早くなれることが出来る能力や融通性 (flexibility)
が必要となり，腕やカン， コツに頼るしごとの代りに「考えるしごと」をお
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きかえなければならないこと。
(3)新しい技術が生み出されると，これが単に生産現場を変化させるだけで
はなくて，まさしく，社会生活のあり方自体をすっかり変化させ，われわれ
が日常生活の中で，科学や技術について知っていなければならない知識の量
を，ますます多くするわけである。
でほ，産業教育で学ばせなければならない基本的な柱は何であるか，まず，
考えられることは，子どもたちに学ばせる現代の産業技術は，数学や物理，
化学などの自然科学の発達と深いつながりをもっているということである。
人間が自然にはたらきかけ，自然の力を人類の福祉に転化してきた歴史のな
かで，技術が科学を生み出し，科学がまた新しい技術を生み出し，たがいに
結びあい，作用しあいながら発達してきたものである。従って，
(1)産業教育は，自然科学教育ときわめて深い関連をもち，自然科学の系統
的学習による知識や法則を，実際のしごとや実物を通して検証してゆくとい
う意味をもつものである。このことほ，技術を「科学の成果を生産目的に意
識的に適用する」という意識的適用説と深くかわっているものである。
(2)産業教育は，甚本生産の形式に関する理論と実際を知らしめるものであ
るが，（イ）技術が発達してきたなかで，技術についての知識を豊かにし，それ
独自の法則を生み出しているものである。これが，一般の科学から独立して，
技術学として発展してきている。従って，産業教育は，テクノロヂーについ
ての理論的知識を，主要生産部門の理解などを通じて学ばせることが大切で
ある。（口）しかも，産業界で一般につかわれている基本的な道具，機械材料な
どの構造やはたらきを理解させ，さらに，つくることを通して，それらの取
扱い方に習熟させることが大切である。
(3)産業教育は，社会科学教育とも，きわめて密接なつながりをもつもので
あるが，産業技術を発展させて，その水準をあげ，「生産の組織」を一層合理
的な，よりよいものにしてゆくために，産業教育は，産業技術がはたらき，
ものがつくられている生産の組織を理解させる必要がある。このような技術
の社会的側面を理解することで，産業教育ほ社会科学教育とも深いつながり
があるわけである。このことは，技術を「社会的労働手段の体系」とみなす
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立場を，その背景にもっているものである。
かくして，産業教育は，第(2)の固有の領域と同時に，第一，第三の如<,
自然科学教育と社会科学教育の双方にまたがるものと考えられるのである。
なお，産業教育には，たえず労働教育の要素が含まれていることを忘れては
ならない。
さらに注目すべきことは，前述の(3)の如く，産業技術を歴史的にみるとい
うことの重要性に関してであるが，このことは，技術と社会とのかかわりを
明らかにすることであり，技術が如何に社会に影響を及ぽし，また，いかに
社会から影響をうけてきたかを明らかにすることによって，技術とヒューマ
ニズムの関係を知る上で極めて大切であるということである。しかも，技術
史は，実は生産の組織の変化の過程であるとともに，労慟の発達の歴史でも
あり，しかも，教育の問題は，常に，これらの質的変化に対応して組織され
てきたものである。
従って，何が産業技術を促進させ，何がそれを遅らせるかという，技術の
社会的側面を明らかにし，人間社会の諸関係のなかで，労働と労働者が，ぃ
かにあるかを知り，技術のより速やかな，よりスムースな発展をうながす条
件をつくり出すことが，現在の第二次産業革命といわれている技術革新期に
おいて，きわめて重要なことがらとなってくるのである。このことが，つま
り，生産力の発展＝生産力競争の激化が，やがて，新しい生産関係をうちた
てる条件の一つとなりうる可能性をはらむものと云えるのであるが，これと，
生産関係の総体の変革にかかわる労働運動とが相侯って望ましい社会の樹立
が達成されるであろう。
3 産業教育不振の要因
すでに述べた如く，産業教育の不振ほ依然としてぬぐい難いものがあるの
であるが，まさしく，「はじめにロゴスありき」ではなくて，「はじめにクート
ありき」として出発した人類の素朴な教育的事実が，いかにしてかくも歪曲
されたかを，歴史的に，自由教育との対比関係でとらえることによって，不
振の要因の重要な一つを明らかにしたい。
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今日においても，産業教育は，特別な教育であると考えられたり，普通教
育が高尚な知識，教養を与えるものであるに対して，それが，下賤な労働者
のための生産労働に関する教育であるかの如く考えられたりするが．このよ
うなぬき難い通念が，一体，どのような根拠からでているか。それは，教育
が，自由教育としてのみとらえられ，労働と閑暇，理論と実践，肉体と精神
の二元的分裂を合理化する社会において確立した伝統的な教育観の通念にも
とづいているからである。
そもそも教育は，その最も原始的な形態にあっては，生産活動のための教
育であったが，生活の資料を獲得するための労働が，人間の最も根源的な歴
史的事実であったとすれば，人間の最初の教育的事実は，やはり，この労働
生活の過程において認められねばならない。つまり，生活の資料獲得のため
の労慟過程における経験と技術の伝承は，そのまま労働過程をして，素朴な
教育過程たらしめたのである。従って，労働ほ，ただ単に，生活の手段であ
っただけではなくて，まさしく，自己実現の手段 (Arbeitals Selbstep,eug-
ungsakt des Menschen)であり，社会形成の要因であり，教育的手段でもあ
ったのである。
しかし，このような教育的事実を破壊したものが，階級社会の出現であり，
階級分化による変化が教育に反映して階級的教育が行なわれるようになった
のである。即ち，支配者ほ，直接生産労働に従事することなしに生活し得る
レヂャー階級として，専ら教育を享受し，生産労働を社会の被支配者階級にの
み負荷することによって特権的存在を確立したのである。かくて，特権階級
の手によって組織せられた自由教育 (liberaleducation)の成立が，自らは働
かないで他人の生産に依存し，しかも，自らは働かないことをもって誇りと
した有閑階級 (leisureclass)の手によって，組織されたという事実ほ，深く，
労働蔑視と結びついていたがために，今日に到るまで，人間教育の上に，多
大の禍根を残しているのである。 「教育を労働との対立的な位置においた」
奴隷制社会について， Ogorodonikow,Schinbirew ほ，その共著「ソヴィエ
ト教育学」のなかで，「奴隷制社会における教育ほ，階級的性格をおぴてくる。
奴隷所有者階級は，自分たちの利益と必要に応じて教育を組織する。奴隷制
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社会では，住民の大多数たる奴隷ほ，強制された肉体労働にしたがい，特権
的少数たる奴隷所有者階級は，政治，科学，軍事，芸術を支配していた。支
配階級の子どもや若者は，国家統治，戦争，奴隷支配のために教育される。
かれらのために，さまざまな学校が設けられ，教師が招かれた。奴隷の子ど
もは，どのような社会的教育をも受けていなかった。……奴隷はあらゆる教
育をうばわれていた。それだけでなく，支配階級の子どもは，奴隷に対する
(10) 
軽侮と，もっとも残酷な態度の精神で教育された」とのぺているのである。
即ち，労働軽視の観念を決定的ならしめた一つの要因ほ，まさしく，自由教
育の成立であったのである。奴隷（生産階級）の労働に対して，特権階級は，
薮育をもっていたのである。当時の教育は，文字通り，特権階級の独占物で
あったが故に，教育をうけるということ自体が，その人間の社会的地位をあ
らわすものであったのである。このことは，「身分」なる概念が，もともと，
(11) 
「職業身分 (Berufsstand)として発生し」それが，上下の等級性をもって，
それぞれに相応しい役割を分担する階級として位置づけられたことに対応し
ているものである。
ともあれ｀生産労働に従事する奴隷階級は，教育をうける一切の権利をう
ばわれていたのみならず，彼らの生活の過程における教育的事実については，
何らの考慮もはらわれなかったのである。高級な自由教育のみが，教育であ
ると見倣す考え方は，連綿としてつづき，・近代以降，現代においても，尚，
根強く残っているものである。
しかし，生産階級の生活の過程にみられる教育的事実は，徐々に意図的，
計画的となり・，やがて，形式的教育 (formalEducation) の機関としての徒
弟制度を生み出し，さらに， 12, 3世紀頃の都市学校 (cityschool) という
生産庶民階級の基礎的教育機関を生み出すまでに至ったのである。しかし，
自由教育に自らの優位性を誇示する支配階級は，これらを職人教育または職・
業教育とか，庶民教育と呼んで軽視してきたのである。このような見解は，
近代公教育制度の成立以降においてもうけつがれ，普通教育と産業教育を統
(10) オゴドロニコフ，シンビリヨフ「ソヴィエト教育学」 pp.49~51. 
(11) W. Sombart, Der moderne Kapitalismus. 
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ー的な学校体系のなかで分離するという「複線型学校体系」 (Doubleschool 
system) なるものをうみ出したのである。
たとえば， ドイツにおける第一次世界大戦までの学校制度をみるに，特権
的中等教育機関としてのギムナジウム (Gymnasium)を経て，中世以来の伝
統的な大学 (Universitat) に入るわけであるが，このギムナジウムヘの入学
は，貴族ならびにプルジョア階級の子弟に限られるという頗る特権的なもの
であったし，また内容も頗る教養的予備的色彩が濃厚であった。しかも，さ
らにギムナジウムは，その前段階に， Vorschule という予備的初等教育機関
をもっていたのであるが，それらの「上からの指導者のための特権的学校系
列」に対して，一般庶民は， Volksschule （国民学校）に入学するという階
級的差別があったのである。 Volksschule vま， Berufsschule（職業学校）また
は Realschule（実科学校）という中等産業教育機関に結ぴつきうるにすぎな
かったのである。このような，下からの生産庶民のための実用的産業教育と，
上からの教養的特権的予備的教育との分離対立が，最も顕著にあらわれるの
(12) 
が中等学校の段階においてであることほ，単にドイツだけでなく，イギリス，
フランス， 日本などにもみられる共通の学校体系上の特色である。
特に，イギリスにおいては，現在でも，パブリック・スクールに代表され
る特権的私教育制度と，公教育制度が併存し，さらに公教育制度のなかにお
いても，グラマー・スクールの如き普通教育を中心とする学校は，さきのパ
プリック・スクールと同様，中流階級乃至それ以上の階級のための正系の学
校として，大学につながり，他方，テクニカル・スクール，モダーン・スク
ールなどの傍系の中等産業教育機関は，労働階級のための学校として，継続
教育 (further education) につながるという複線型の体系をなしており，ま
(13) 
さしく，学校体系自体が，「階級差の反映」としてとらえられるものである。
ともあれ，労働軽視につながる産業教育軽視の風潮を助長したものほ，支
配階級による伝統的な自由教育の尊重であったということは，今後の新しい
(12) 拙稿，「現代と高等学校教育論」 pp.53~54.（明治図書出版）
(13) 拙稿，「イギリスにおける教育改革の動向について」（社会学部紀要第 1巻第 1
号）
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産業教育のあり方を考察する場合に，重要な示唆をあたえるものとなるであ
ろう。
支配階級の仕事である政治や学問は．決して職業とは呼ばなかったけれど
も．しかし，それは，職業と呼ばなかっただけのことであり，それらは，ぁ
る意味で，社会的役割をあきらかに果していた職業であったのである。この
ことについて， 1.デューイほ．「支配者の教育も，やはり，職業的であった。
ただ政治や享楽上の仕事は，職業とは見倣されなかったまでのことである。
というのは．当時にあっては，職業といえば，手先の労働，生計をうるため
の労働乃至金銭上の報酬を目当にした労働，あるいは，特殊の人に対する個
(14) 
人的な奴隷的奉仕などを意味するものであったからである」とのべているの
である。即ち．デューイ氏他人に使われる仕事が職業であって，社会の支
配層の仕事は．．職業でないという伝統的な自由教育優先の見解に反対して，
「ある者は，支配者であり，或る者はそれに従属するものである。しかし，
教育ほ，すべての者が，何かの仕事をもっている世界の教育でなければなら
ない。最も大切なことは，各人が日常の仕事のなかに偉大な人間的意義の存
(15) 
在するのをみることができるような教育をうけることである」として「われ
われがお互の周囲のいたるところにみるところのもの一一即ち， ：：：：教蓑ある
(15) 
人：：：：と：：：：働く人びと：：：：との区別，理論と実践の分離」を，いましめているの
である。
4 近代産業教育の成立とその展開
—デューイとマルクスー~
しかしながら，産業教育ほ，産業革命以降，徐々にではあるが次第に注目
され，研究がすすめられてきたことは事実であって，産業革命の驚くべき成
果は，従来の生産機構である小規模で個人的な手工的生産を一変せしめたの
である。そして，組織的な機械的大工業と資本制的生産諸関係が，ますます，
その規模を拡大してきたが，その過程のなかで，一面において，産業文明の
(14) J. Dewey, Democracy and Education, p. 365. 
(15) J. Dewey, The School and Society, pp. 21~22. 
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急速な発展を促し，社会の進歩に，生産力の発展を通じて大いに貢献したの
である。アメリカの偉大な教育学者 J.デューイは，産業文明のもたらした
社会変動を，学校ほ素直に受け入れ，新しい時代の教育ほ，かかる新しい社
会変動の過程に基礎をおくべきであると主張し，もはや時代ばなれのした自
由教育 (liberaleducation)の伝統的な内容と方法に代るに，新しい科学的な
•(16) 
内容と方法によって職業教育 (vocationaleducation)がなされねばならない
社会的要請が決定的になったことを，次の五つの点より論及しているのであ
(17)' 
る。即ち，職業教育の今日的意義ほ，まず第一に，「産業活動の尊重」という
ことであるが，民主的な近代社会にあっては，手先きの労働や商業，社会に
対する物質的奉仕などと関係のあるすべてのものを，ますます重要視するよ
うになったのである。従って，労働ほ尊重され，奉仕氏道義的理想として
讃美されているとする。
第二に，「産業の社会的意義の向上」に関して，実業的な職業は，産業革命
以後，次第に重要視されるようになってきたのであるが，製造業，商業などは，
もはや，家族的，地方的なものではなくなり，世界的規模において，組織的
に行なわれるようになった。しかも，製造業者や銀行家などが，旧来の世襲
的な地主に代って，直接，社会の指導者となってきたが故に，社会改造の問
題は，まさしく，資本と労働の関係を抜きにしてほ考えられなくなってきた
のである。かくの如<,産業活動の社会的地位が高まるにつれて，教育と産
業生活との関係が，ますます重要なものとなる。従って，このような社会変
化が，旧来の教育に新しい問題を提供し，教育改革をせまるものとなるとす
る。
第三に，「産業活動の科学的背景」について，産業は，もはや，習慣によっ
て伝達される経験的なもの (empirical)，即私理論にもとづかない実際的手
法 (rule-of-thumb)ではなくなってきたのである。その技術は，いまや，専
門学術的である。即ち，数学，物理学，化学などの発明，発見の結果として
(16) アメリカの場合は， J.デューイのみならず，殆んどが，産業教育なる概念を
＇ 使わず，職業教育なる概念を使用している。
(17) J. Dewey, Democracy and Education, 1916. pp. 366~368, "Vocational 
aspects of education. " 
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の機械にもとづいているものである。その結果，産業は，いままでよりもは
るかに大きな知的内容と修養的可能性をもつに至ったのである。即ち，労働
者が，自分の仕事をコントロールし，機械の奴隷とならないために，労働者
に，仕事の科学的基礎と社会的関係を知らせるような教育が必要となったと
する。
第四に，「実験的方法の尊重」であるが，デューイは，科学の成果だけでは
なくて，「方法としての科学の尊重」を主張し，これが，産業活動の価値を一
層高めることを強調していることである。即ち，科学における知識の追求が，
ますます実験的となり，旧来の文学的伝承による弁証法的推理や符号などに
よる方法が，ますます少なくなってきたがために，産業の材料は，科学的内
容を，ますます多く取り入れただけではなくて，知識獲得の方法を熟知する
機会が多くなってきたのである。勿論，工場における一般労働者は，直接，
経済的圧迫をうけすぎているがために，実験室における研究者の如き知識を
生ずる機会をもたないが，しかし，学校教育において，生徒の主な興味が知
的洞察にある状況の下においては，機械と産業過程に精通することができる
のである。実験室ほ，多くの問題が提示する如何なる興味についても研究す
る便宜をもっており，生産現湯は，多くの生徒に生き生きとした興味を与え
る一方，科学的原理の社会的意義や関係を重視させるのに，極めて便利であ
るとする。
第五に，「学習心理学の発達による影響」であるが，一般学習の心理，殊に，
児童心理学の発達ほ，生活における産業の地位および価値の増進と対応して
すすんできたものであるが，近代心理学は，探険，実験，試験などの如き原
始的な素朴な本能の根本的価値を強調する。従って，それは，学習活動が心
(18) 
意 (mind)という既成のものの働きではなくて，さまざまな本能的諸活動が
社会的に意義ある活動に向うように組織されたものが，心意そのものである
(18) J・デーュイは，心意を「具体的なものとしての心意は，事物を使用すること
によって，事物を理解する力に外ならない。社会化された心意とは，事物を共同的
事件に使用することによって，事物を理解する力である。心意しま，即ち，この意味
で，社会的制御の方法である」 (Democracyand Education, pp. 39~40)点線筆者。
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ということを明らかにしたからである。かくて，デューイは，自然的な力と
社会的な事柄との連続をみとめ，学習心理学の発達によって，産業の教育的
価値の高まったことを強調しているのである。
さて，社会の変化にともなう近代的産業教育のあり方については，さらに
K・マルクスが，その著「資本論」で述べている。 「近代的工業ほ，機械・
化学的処理，その他の方法によって，生産の技術的基礎とともに，労働者の
機能および労働過程の社会的結合をたえず変革する。かくして，それは，ま
た，社会的分業をたえず変革し，一生産部門から他の生産部門へ多量の資本
および労働者を間断なく移動させる。したがって，大工業の本性は，労働の
(19) ・・・
転変，機能の流動，労働者の全面的可動性を条件づける」が故に，全面的に
発達した労働者を，近代機械生産は，不可欠の要因とするものである。即ち，
旧来の如き，ある限られた一芸に秀では伝統的職人の代りに，近代科学・技
術の基礎的知識をもった，多面的な労働者を，大量に必要とするものである。
さらに，マルクスは，新しい近代的な生産様式の担い手を養成するための
ボリテフニックな産業教育機関の問題について，「大工業ほ，資本の転変する
搾取欲のために，予備として保有され，自由に利用され得る窮乏した労働人
ロという奇怪事に置きかえるに，転変する労働需要のための人間の絶対的利
用可能性をもってすることを一一即ち，一つの社会的細目機能の単なる担い
手たる部分的個人に置きかえるに，その者にとっては，種々の社会的諸機能
が相交替する活動様式であるような全面的に発達した個人をもってすること
を一つの死活問題たらしめる。大工業の基礎上で自然発生的に発達したこの
変革過程の一契機ほ，工芸学校および農学校であり，もう一つの契機は，労
働者の子弟が技術学及び種々の生産用具の実際的な取り扱いに関する若干の
(20) 
授業を受ける職業学校である」とのべているが，マルクスはこのような事実
こそ生産的労働を知育および体育と結びつけ，伝統的な自由教育と生産労働
者の教育を綜合する将来の教育，即ち，「全面的に発達した個人」のための教
育を力説したのである。しかしながら，産業教育の意義に関する必要性ない
(19) K・マルクス「資本論」 775頁（青木文庫版）
(20) K・マルクス，資本論，青木文庫版， 775頁。
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し可能性と，現実における状態とはまさに別箇のものであり，最も早く産業
革命を遂行したイギリスにおいても，エンゲルスがみた1842年における「イ
ギリスにおける労働者階級の状態」にみられる如く，全面的に発達した労働
者の育成どころか，彼等の労働条件，生活条件自体が，きわめて劣悪であっ
たのである。
そのような劣悪な条件のなかで，極言すれば，「貨幣所有者は，資本家とし
て先に立ち，労働力所有者は，彼の労働者としてその後につづく。前者は意
味ありげに，つくり笑いをしながら業務一途に，後者は恰かも自分自身の皮
を売渡して，今やなめし皮にされる事以外には何も期待できないもののよう
(21) 
に，おずおず，しぶしぶ乍ら」はたらいているものである。資本制労働関係
のもとにおける労働者の生産労働ほ，まさに，苦役の連続であり，生計維持
の保証が確立されているとは云い難いものである。ただ，「彼らは身体をもっ
ているのであるが，それ故に，彼らは非人間的な条件に甘んじ，労働の機会
(22) 
をさがし求め｀る」のである。たとえ，労慟の機会を与えられたとしても，生
活の保証が確立されたとほ云い難い状況の下に，つねに，おかれているので
ある。従って，産業界ほ，徹底した「適者生存」の原則が支配し，そのなか
で，人ぴとは，たくみな処世術を身につけようとするわけである。デューイ
は，「現存の社会制度の最大の欠陥は，貧困及びそれによる生活難ではなくて，
むしろ，労働者の多くが，自分自身は，その仕事に少しも興味がなく，ただ
(23) 
金銭的報酬のためにのみ職業についていることである」として，それが，如
何なる根拠より生来するかを，「富の集中と，その結果としての，生産と交換
との産業上の支配力の集中の下において，一般民衆ほ，社会の発達について
は，自分達よりも産業界の少数の支配者の方がよく知っているであろうとい
う考えから，民主的な態度を失なってゆく。大多数の人ぴとが，自分の参加
する仕事の方向づけに参与しないということが，宿命論や無関心や受動的精
神をつくり出すものである」と述べているのである。
(21) K・マルクス「資本論」，青木文庫版， 328頁。
(22) 江森盛弥，「社会政策」 31頁。
(23) J. Dewey, Democracy and Education, p. 370. 
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さらに，このような状況の下で，意図的教育が，資本の利益を中心とする
社会関係に対する労働者の適応行動を組織化するために行なわれるものとす
るならば，当然，次の如き欠陥をもつに至るのである。
(1)行政的には，被傭者を既存の経済組織に，より一層よく適合させる教育
を望む者は，教育管理の複線型をもとめる。しかも，自由教育または普通教
育と職業教育とを分離して，職業教育を産業界の現状に従属するような産業
人の技術的訓練の型に限定しようとすること。
(2)教育の目的に関しては，社会組織の改革を可能にするような多面的に発
達した人間の代りに，ただ単に現存の制度に適合した熟練労働者を準備しよ
うとする着想は，職業教育を，特定の職業 (calling) のための訓練か trade
education と同一視してしまうものであること。
(3)教育の内容に関して，このような狭い技能訓練にもとづくカリキュラム
では，歴史や公民科に関する課題を，（2）の目的からみて，役立たないものと
考える。従って，労働者を，それらの学科に関する社会問題から遠ざけ，職
業を文化的，社会的関係において，広く見ることを妨げているものである。
(4)教育の方法については，仕事の方法及びその精神に関する限り，職業教
育は，現代の社会組織において日常化，常務化したものを強調する。したが
って，他人の命令のままに仕事をするための技能訓練を重視する。しかも，
彼らを，仕事の科学的，社会的理解から遠ざけ，知性や創意の発展を妨げて
いるものであること。
(5)職業指導においては，それを職場配置，即ち，職場発見の方法とみなし，
職場発見に成功する生徒の数によって，それの業績をはかろうとする傾向が
(24) 
あること。
このような状態が，いままでの職業教育であったと，デューイは批判して
いるのである。
たしかに，産業革命以来，近代社会には産業物質文明の急速な発展がみら
れるのであるが，しかし，他方において，資本と労働のへだたりを拡大し，
個々の人間を，巨大な生産機構の単なる部分品にひきおろしたことは事実で
(24) J. Dewey, Education today, 1945. pp. 129~131. 
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あり，また，労働と閑暇，実践と理論，肉体と精神という，教育学上の二元
主義的分裂をきたしたことも，明らかである。産業教育ほ，何よりも，この
ような諸問題をもつ生産機構を，客観的に把握することによって，はじめて，
現代的意義をもつものとなるであろう。
現代の産業社会は，従来と異なって，いかに労務管理，人事管理の方式が
近代化され，科学化されたとはいえ，基本的には，デューイやマルクスが述
べた如く，資本制方式にもとづく論理によって，教育が支配され，管理され
るものである限り，産業教育は，資本のための利益に奉仕する教育に落ち入
り易くなるものである。
このことは，人間の側に力点をおく職業教育の場合でもみられることであ
るが，いままでの職業教育において，果して，それが真に人間個人として価
値づけられたことがあったであろうか，甚だ疑問である。伝統的な職業教育
は，労働者のための教育であり，下級技術者のための教育であるとして，常
に，普通教育と比較して，何か第二義的なもの乃至は副次的なものと見倣さ
れてきたし，また，現在においても，技術革新の進展にともなう単純労働の
拡大に対応して，資本は後期中等教育の多様化を，「進路，特性，能力に応ず
(25) 
る」適正な配分を行なうという名目のもとに，職業教育を，能力の低いもの
のための，実用的教育，「すぐ役に立つ教育．Jたらしめようとしているのであ
る。
われわれは，特定の人間を，特定の職業人に教育する以前に，産業教育の
母体としての産業社会に内包するる教育現象を精密に分析してゆく必要があ
るのである。産業は，抽象的な個人の問題ではなくて，それほ，人間と人間
との関係のなかに生起してくるものである。現代の複雑さを極める産業社会
ほ，果して人類の進歩と福祉を実現する方途を見出す方向に努力しているか
どうか，個人の知的技術的教育は，果して，その人自身の人格実現の手段と
なり，彼をして積極的に産業社会に参加せしめる手段となりうるかどうか，
現在の産業社会は，望ましい社会人を育成する場であるかどうか。これらの
問題を充分検討し，批判し，建設的な新しい方向をうち出して，ほじめて，
(25) 中教審「後期中等教育の整備，拡充について」昭和41年10月31日
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産業教育の今日的意義が存在するものと云い得るのである。このような問題
は，問うところでないとする考えは，恰かも，中世の職人気質をものがたる
ものである。従って，産業教育は，このような産業社会に内在する諸課題に
真正面から立ち向い，現実の生産活動の過程において，それを，いかにして
人格実現のための人間教育たらしめるかを考察しなければならない。従って，
産業教育の意義は，究極のところ，「人間を如何に取り扱うか」にかかってい
るといっても，決して過言ではないのである。まさしく，「個人の自由なる発
展と運動の諸条件を，彼ら個人の統制に従わしめるところの個人の結合」と
しての条件こそ，産業教育を真に人間の教育の立場から組織しうる体制なの
である。このような体制にあって，はじめて，産業教育は，真に自己活動と
しての性格をもち，個々人が「彼らの素質を，あらゆる方面に向って開花発
展させる手段」となり得るのである。このことをマルクスは「人間は，自然
資料そのものに，一つの自然力として対応する。彼は自然質料を，彼自身の
生活のために使用されうる形態で取得するために，彼の身体に属する自然力
たる腕や脚や頭や手を運動させる。彼は，この運動により，彼の外部の自然
に働きかけて，これを変化させることによって，同時に，彼自身の人間的自
然を変化させる。彼は，彼自身の自然のうちに眠っている諸能力を発展させ，
(26) 
その諸力の働きを，彼自身の統制のもとにおく」と述べているのである。
云うまでもなく，われわれは，「産業のために，人間の教育をするのではな
(27) 
くて，人間のために産業の教育をする」のである。即ち，人間が産業を意識
的，能動的につくりかえるものであって，産業教育は，従って，このような
観点から展開されねばならないものである。
往々にして，産業教育を，社会と教育の基本的連関からみて，教育を社会
の維持，適応のための機能という側面だけを強調し，或いは，社会統制のた
めの教育をあまりにも強調して，産業教育を社会的適応の一方的手段とし
(28) 
て位置づけることは，まさしく，それを不具なるものにすることであり，こ
れらほ，産業教育といわれるべきものではなくて，まさしく，デュールのい
(26) K・マルクス，資本論， 330頁（青木文庫版）
(27) 宮原誠一，教育，第：：：：：：巻， p.143. 
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(29) 
う「仕込み」とでも云われるぺきものである。 「適応は，このような受動的
なそれを意味するだけでなく，更に，能動的な意味をもっている。適応とい
うことを完全に定義すれば，それは，環境に我々の活動を適応させると同時
(29) 
に，我々の活動に環境を適応させることなのである。」 つまり，「環境にはた
(30) 
らきかけて，もって，自己を更新 (renewal)してゆく過程」としての生活こ
そが，社会生活における生産労働生活の中心となるわけである。
さもなくんば，「無知は，迷信の母であると同時に，勤労の母である。……
企業が，最も繁栄をきたすのは，人間が機械の部分品として，最も放心状態
(31) 
にある場合である」という状態をきたすものとなるであろう。
5 現代産業社会における労働と教育
1955年ごろから， 日本における技術革新の進展は，まさに著しいものがあ
り，その頃から，高度工業化社会とか，イノペーションの時代とかいわれ，
さらに，また，現在 (70年以降）では，知識，情報の伝達，処理が，このエ
業文明につづく新しい段階だとして，脱工業化社会とか，情報化社会，知識
(32) 
社会とか称せられてきているが，これらの規定にほ，手離しの未来論をも含
めて，いさあか抵抗を感ずるものである。しかし，現代は画期的な科学，技
術の発展の時代であり，偉大な産業革命の時代であるということは否定し得
ないし，従って，これらが，今後の「産業における：：：人間：：：の問題」に，な
かんずく，技能者ならびに技能者養成＝教育・訓練のあり方に，多大のイソ
パクトを与えることほ，いうまでもない。
われわれが産業構造の変ぽうをとらえる場合，有力な見方として，産業別
就業人口の比率から変ぼうをとり上げることができるのであるが，これが同
時に，工業化の発展段階をも知りうる目安ともなりうるものである。即ち，
(28) 岡田至雄，「企業内教育のあり方」，日本教育社会学会編，教育社会学研究，第17
集， p.106. 
(29) J. Dewey, Democracy and Education, pp. 55~56. 
(30) J. Dewey, op. cit., p. 2. 
(31) K・マルクス，資本論，前掲， 599頁。
(32) 例えば，「現代の理論」 1970, 1月号 (72号），特集「情報化社会を考える」
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第1次， 2次， 3次産業という三つの産業分野の就業人口の比率が．どう
であるかということであるが，経済企画庁調査局の「経済要覧」によれば，
図表の如くである。
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昭和5年と昭和40年の日本における産業別就業人口の比率を比較してみる
と，農林，水産業という第一次産業が， 49.4％から24.6％と大幅に減少し，
逆に第2次，第3次産業が増加しているのである。さらに，これを後進国と
してのフィリッピソと比較してみると，そこでほ第 1次産業が58.9％と1965
年においても，約6割に近く，依然としてフィリッピンは農業国といえるの
である。これに対して，アメリカでは，第 1次産業が僅か 6.7％にすぎず，
工業生産品の製造業としての第2次が33.5%，第 3次が59.8％と， 6割に近
いのである。ただ，ここでいう第3次産業ほ，生産品の分配と各種のサービ
スの部門であるが，このなかに，公務員，専門職などの「職業」が含まれて
いることである。これらは，職業とほ云えても，産業とほ云い難いものであ
るが，しかし，このなかに，知識，情報産業という所謂第4次産業が含まれ
ていることとなるのである。
かくて，現在の日本ほ，高度工業化社会の末期にあり，やがて，情報化社
会に移行してゆくであろうと予測できるのである。このような産業構造の変
化は，当然，高校教育やさらに大学のあり方を再検討せざるを得なくさせる
ものである。
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このような産業構造の変化は，勿論，科学技術の構造的発展によってもた
らされるものであるが，重要なことは，科学技術の発展が生産工程の方式を
かえ，そこに働く労働者の仕事の性格をかえてきたことであり，教育の問題
は，実はこのような労働の質的変化に対応して組織されるということである。
科学，技術は，不断に発展してやまない。特に現在の物理学や化学，電子
工学などの発展は，生産工程の方式をかえ，しかも，これらの変化が，ただ
単に，すすんだ生産現場だけでなく，まさしく，社会全般の変化をもたらし，
知識，技術などの予想以上の爆発的増大をもたらしたのである。このような
情況の変化が，当然，産業における技能及び技能者の問題に多大の影響を及
ぽすものであるが，これを，例えば，オートメーション方式における管理，
調整工の役割においてながめると，機械が生産過程で統制する必要のある量
を検出して，それを適当な値にコントロールするわけであるから，自動化さ
れた管理機能をーカ所で操作することとなる。従って，オートメ方式におけ
る技能者の新しい能力としては，生産工程に関する全体的な見通しや専門的
知識判断力，行動力などが要請され，オートメ化された機械や装置のなか
で自己の位置をしっかりとしめ，集中的，反応的，調和的に，仕事を責任を
(33) 
もって遂行してゆかなければならないのである。即ち， 「仕事における社会
性」が強調されると同時に，「機械や装置に対する一般的理解力」を持たねば
ならないために，相当高度の，しかも，広汎な知識を必要とするわけである。
従って，オートメの生産技能者にとって，「労働の技術的な基礎知識の必要
性」が，ますます増大してくるがために，「基本的概念の意味を明確にとくよ
(34) 
うな教育」，「個々の知識よりも方法を体得すること」が，大切となるわけで
ある。
これらのことは，すでに多くの人びとtこよって指摘されてきたことである
が，従って，今後，工業化社会では，期待される労働能力が，経験的蓄積よ
(33) E. R. F. W. Crossmanは Controlskil として 1. Sensing 2. Perceiving 
3. Prediction 4. Family with the control 5. Decisionの5つの componentを，
あげている。
(34) 星野芳郎，「技術革新」，119頁。
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りも，むしろ，知的，体系的な教育によって形成されるものとなるであろう。
従って，より普通科的な理論教育が，今後の技能者養成にとって望ましいも
のとなるであろう。しかも，技術の陳腐化を防ぎ，新しい知識，能力の連続...... 
的獲得を必要とするために，再教育，訓練の域をこえて，生涯教育体制を確
立する必要をせまるものである。
しかしながら，現在の工業化社会では，労働と教育に関する次の如き矛盾
が露呈しつつあるのであるが，
第一に挙げ得るものほ，技能者の単純労働化と「能力の不完全燃焼」とい
うことである。これは，相当高度の能力をもちながら，実ほ，その能力を，
一旦緩急ある場合は別として， 日常的に発揮することができないという問題
が生起していることである。とくに，オートメの生産技能者の仕事ほ，それ
自体，部分労働であり，単純労働であり，しかも，管理，調整では，肉体労
働が軽減される反面，緊張の連続による精神的疲労が高まるわけである。ょ
り高度の教育をうければうける程，能力発揮が， 日常的，全面的にできない
ところに問題があるといえる。
第二ほ，従って，労働と技能者の「生き甲斐」の分裂に関してであるが，
ある特定の職種をしっかりと身につけていた職能教育の段階では，生き甲斐
は，まさしく，仕事そのものであり，自己の個性，才能を最大限発揮して，
しかも，仕事の成果を確認することによって喜ぴを味わうものであった。現
在でも，仕事の内容によって生き甲斐が得られる場合が最も望ましいもので
あるが， しかし，もし，それが得られない場合は，仕事については，「あきら
め」が先行し，いきおい「つまらない仕事」から逃避して，仕事以外のレヂ
ャーにおいて，自己に相応しい生き甲斐の対象をみつけるか，或いはまた，
能力のあるものには「冒険と挑戦の機会」を与え，能力のないものにほ， レ
ヂャーにおいて人間性の回復をはかり，明日の単調なる仕事に備えさせると，
いう，まさしく，労働と閑暇の二元主義が，ほびこるのである。
或いは，また，経営の立場より，賃金上昇の機会や，経営への意志形成参
加，不満解消策（サイコ・テラビー）などで，技能者の企業帰属性を高めよ
うとするけれども，これらはすべて，仕事帰属のてだてとは，まさに別のも
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のである。従って，この生き甲斐の分裂の問題をとく糸口は「労働者の自治
能力の発展」による労働者権力の確立以外には，ないであろうと思われる。
第三に，さらに， より重要な問題ほ，企業内訓練における技能教育 (job
tr~ning) と精神教育 (attitude training)の矛盾の拡大ということであるが，．． 
日本の技能者養成は，その殆んどが企業内技能者養成であり，従って，企業
へのロイアリティを高めるための精神的，道徳的教育の深化徹底が，企業の
立場より行なわれる場合が極めて多いわけである。この点が，イギリスの如
く，訓練が産業全体のために（つまり，ー企業のために，ではなくて）主と
して公共の機関によって行なわれ， しかも，組合がコソトロールしている場
(35) 
合と著しく異なるものである。この(1)訓練の形態は，下表の如 <,(2)組合制
度，（3）労働移動，（4）賃金，（5）契約等のあり方と深くかかわり， 日本とイギリ
スの産業社会の状況を端的にあらわしているものである。
日本の労働組合は，イギリスの如き産業別ではなくて，企業別であり， し
かも賃金は，イギリスの如き職務給一本で査定制がなく，従って出来高払い
(35) (R. P. Dore, Social structure and Social change, 1968.）における産業比較。
Japan England 
1. Traini  ng... 1. Training... 
Training done by enterprise, 
2 . Unions, 
Enterprise Unions, 
3. Labour mobility, 
lower, no redundancy, 
long term in an enterprise, 
4. Wage, 
Rising career wage, 
Seniority wage, 
5. Enterprise bargaining 
6. More enterprise, 
less state welfare, 
7. Economic growth, 
high, 
Training controlled by unions, 
(Industrial training Bds.) 
2. Unions, 
Industrial union, 
Job specific national unions, 
3. Labour mobility, 
higher, redundancy, 
short term in certain enterprise, 
4. Wage, 
Job-rate wage, 
5. National wage bargaining 
6. More state, 
less enterprise, 
7. Economic growth, 
low, 
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制の比重の高いところとちがって， 日本は，年令の高いもの程高いという年
功制型であり，これが終身雇用を建前としているために，労働移動はきわめ
て低いわけである。しかも，福利厚生にいたるまでが，イギリスの如き国家
による社会保障の役割の大であるのに比して， 日本の場合は，企業によって
なされているわけである。
(36) 
しかしながら， A. ゴルツもいう如<,「生産の社会的性格と，所有の私的
性格との矛盾」の激化によって，「生産労働の社会化が，労働力形成の社会化
の承認」をせまるとするならば，技能者養成における「公共化の方向」が，
今後， とられなければならないであろうと思われる。このことは，今後の日
本における「労働力陶冶機構」の根本的変革を，余儀なくさせるものとなる
であろう。
(36) A. Gorz, 先進資本主義の矛盾—資本主義的生産関係と社会的必要労働力と
の間の矛盾―，現代人の思想， 18,p. 136~7. 
